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 「ＯＤＡに関する有識者懇談会」（以下、懇談会）は、11 月 28 日に開催された第４回会合で「ＯＤ

Ａに関する有識者懇談会提言」（以下、提言）を河野外務大臣に提出した。その主な内容と狙いは、国際

協力ＮＧＯに対する予算増と人材育成の強化であり、これによって「顔の見える支援」のためＮＧＯを

これまで以上に忠実な実行部隊にしようとするものである。 

外務省は７月 20日、「ＯＤＡに関する有識者懇談会」の設置を発表した。懇談会設置に当たって外務

省は、「ＯＤＡをこれまで以上に効率的かつ効果的に活用していく」ことを目的に掲げ、国際協力ＮＧＯ

などＯＤＡに関わる実施主体を「どのように強化し、各々の特性を活かした役割を担ってもらうかにつ

いて」議論をするよう指示している。懇談会は、７月 25日に第１回、９月 18日に第２回、11月８日

に第３回の会合を行い、11月 28日の第４回会合で提言を取りまとめた。 

「効率的」や「効果的」という用語は他の政策でも多用されているものであり、プラスの印象を与え

るよう使われている。だが実際は、事業を民間に委託して公的責任を後退させることのごまかしでしか

ない。提言におけるこの用語の使い方もこれに近く、非政府組織であるＮＧＯが活躍すると「顔の見え

る支援」が強まるからＮＧＯにより多く関わってもらおうというものだ。 

ここではＯＤＡの問題点が全く忘れさられている。そして、ＮＧＯを忠実な実行部隊として使いたい

とする外務省の思惑が透けて見える。提言は、ＮＧＯ連携無償事業等における一般管理費を５％から

15％に引上げてほしい、と要求している。すなわち、外務省は、「特性を活かした役割を担ってもらう」

ことを名目にしてＮＧＯへの支配を強めたいと考え、その根拠と方法を懇談会にまとめてもらうとした

のである。 

 提言は、①日本の開発協力の全体像の中で各実施主体の最適な役割分担を検討し、競争と連携を強化、

②ＯＤＡに関する国民・市民の理解・認知度の向上とそのための媒介としてのＮＧＯの価値の向上、③

ＮＧＯの財政基盤強化（一般管理費の拡充）、④多様な担い手による国際協力を支援するための財源強化

（官民マッチングファンドの創設）、⑤開発協力を担う人材の育成、という５つの論点を示している。 

①は、開発協力関係者のネットワーク強化と大使館で得られた情報を外務省が総合して 

全体像を描き、その説明を受けた各実施主体が共通認識を醸成させてそれぞれの役割分担や連携を図る

よう言及している。ここでの主人公は外務省とＪＩＣＡである。 

②は、ＯＤＡの認知度が高くないこと、ＯＤＡが多様な力の結集を触媒させる役割にあること、ＯＤ

Ａが「未来への投資」の価値を持つこととする認識を述べ、その媒介役にＮＧＯを掲げる。「ボランティ

アの場」や「参加の『窓』、『入口』」という役割を強調し、ＮＧＯを魅力的な就職先となるようにとも語

っている。ここではＮＧＯを積極的に評価している。 

③は、②の環境を整えるためにＮＧＯの財政基盤強化を語る。「ＮＧＯ連携無償事業等における一般管

理費の引き上げは喫緊の政策課題」とまでいうのだ。そして、目安として現行の５％を 15％に引上げる

よう要求している。さらに、ＮＧＯへの政府からの拠出金の割合の引き上げも検討課題に挙げている。 



 

 

④は、ＯＤＡ予算増が厳しいので民間資金などの財源も募ることを明らかにしている。そして、「各担

い手が一定割合を拠出するというような市民中心型の官民マッチングファンド」や「クラウドファンデ

ィングなど民間における自己資金獲得」を具体例に示している。なお、「政府に最終的な判断やリスクを

転嫁するのではなく、『日本の社会の中で自分が何をすべきか』という問題意識を常に持って運営にあた

っていく」という注文までつけている。 

⑤は、人材育成の強調である。組織管理能力を有する人材の必要を述べ、その育成のために「人材交

流等の施策を検討すべき」という。具体的には、有能な人材を集めるための「人材のリボルビングドア」、

外務省・ＪＩＣＡによる各実施主体や民間からの人材受け入れを明示している。 

このように提言は、ＮＧＯを「効率的・効果的」に使うことを示しつつ、ＮＧＯを政府に忠実な実行

部隊として使えるよう予算と人材をこれまで以上に振り向けることを求めているのだ。 

なお、次のような経過などは外務省・安倍政権の独断と強権の現れとして見て取れる。懇談会の設置

と委員の人選についてこれまでの通例が損なわれたという。ＮＧＯの意見の取りまとめを担うネットワ

ークに告知も相談もなく、外務省が唐突に決めたからだ。さらに、提言は、ＮＧＯを「特定非営利活動

法人又は公益法人として日本で法人登記されている」ものと捉え、法人格を持たない任意団体のＮＧＯ

を除外して彼らを提言が求める「恩恵」から遠ざけているからだ。 

提言は、2015 年策定の開発協力大綱で示された「ＮＧＯとの戦略的な連携の強化」を具体化したも

のである。では、開発協力大綱は何を定めたのか、が問われなければならない。  

ＯＤＡは戦後賠償を源流とし、その矛盾を引き継いだままに援助国と被援助国の双方で腐敗と汚職を

もたらした。さらに「援助」という名のもとに経済侵略の道具として使われてきた。こうした問題が内

包されたまま現在に至っており、それは構造的なものとなっている。 

開発協力大綱は、ＯＤＡの構造的問題を改善するのではなくより純化させ、開発協力という外交戦略

的な展開にまい進することを宣言している。そのためにＯＤＡの軍事使用への道を開き、ＯＤＡによる

国益追求を前面に押し出したのだ。 

提言が示したものは本来の援助から遠ざかることにほかならず、ＯＤＡをますます国益追求の道具に

することでしかない。私たちは、ＯＤＡの構造的問題を明らかにしながらＯＤＡ廃止を主張してきた。

提言の問題点を批判するとともに、改めてＯＤＡ廃止を訴える。 

 


